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 白石 今ご紹介にあずかりました白石でございます。１時間ぐらい、東南アジアの政治

経済の現状と見通しについてお話したいと思います。最初に、何を申し上げたいかをごく

簡単にかいつまんで申し上げます。東南アジアというのは日本では ASEAN とほとんど同

じ意味で使われております。 

 東南アジアにはご承知の通り大陸にベトナムがあり、それからラオス、カンボジア、タ

イ、ミャンマーとあります。それから大陸の一部のマレーシア、シンガポールは半島で、

これは普通は島しょ部に入れます。島しょ部のほうにマレーシア、シンガポール、それか

らフィリピン、ブルネイ、インドネシアと 10 カ国あります。この 10 カ国全部が ASEAN

のメンバーになっております。したがって、東南アジアと ASEAN はほとんど同じ意味で

最近は使われております。 

 今日、私が一番申し上げたいことは、ASEAN という地域機構が壊れるということはあり

ませんが、これから 10 年、15 年の幅で見ていくと、大陸部の東南アジアと島しょ部の東南

アジアは少し分けて考えたほうがいいのではないかということです。 

 どういうことか。いま大陸部に 5 カ国ございまして、どういう政治体制になっているか

を見ると、ベトナムはベトナム共産党の一党独裁、いわゆる党国家という体制でございま

す。経済的には市場経済と言いますけれども、中国と同じ社会主義市場経済で、おそらく

ベトナムの国有企業が経済の 3 分の 1 ぐらいは支配しています。ラオスも共産党の一党独

裁でございます。カンボジアはフン・センの独裁の国です。 

 タイは 25 年から 30 年ぐらい民主的な体制になっておりましたが、クーデターがありま

した。特に 21 世紀に入りますと 2006 年までタクシンさんの政権で、2006 年にクーデター

があり、選挙をやって民主化し、またタクシンさんの勢力が政権を取り、混乱が続いて、

また 2014 年にクーデターをやったということで、現在は軍事政権の支配下にあります。 

 ミャンマーはよく民主化とメディアでは言いますが、実は民主化はしておりません。2011

年以降、自由化しました。例えば憲法を見ても、かつての軍事政権下の憲法体制が現在も

そのまま残っています。今年の 11 月に選挙をやりますが、これも憲法改正なしに選挙をや

るということが決まっております。 

 ということで、大陸部の東南アジアの国は、中立的な言葉を使うと権威主義体制の国で

ございます。また外交関係、特に経済関係で申しますと、中国との関係が非常に強くなっ

ています。これが大陸部であります。一方、島しょ部のほうは、シンガポールとマレーシ

アは必ずしも自由民主主義の体制とは言えませんが、フィリピンとインドネシアは完全に

自由民主主義の体制になっています。ブルネイは王国ですが、非常に小さい国であまり重

要ではありません。このように大陸部と島嶼部ではかなり違います。 

 安全保障では、大陸部の東南アジアの国は中国との関係が密接になるにしたがい、次第

に中国にとってそれなりに居心地のいい体制をもつ国になり、緩衝国化しています。ベト

ナムだけが少し違います。一方、島しょ部の国では、フィリピンは南シナ海の問題で中国

と非常に対立しておりますし、アメリカの同盟国でもあります。インドネシアも公然とは



言いませんが、ナトゥナ諸島の排他的経済水域で中国と対立しております。マレーシアも

南シナ海で、これもあまり声高には言いませんが、中国と領土問題を抱えています。 

 この地域は中国の脅威を感じ、日本、あるいはもっとはっきり言うと、アメリカ、日本、

オーストラリア、インドなどとの連携を深めつつあります。ということで、戦略レベルで

見ますと、大陸部と島しょ部で違う方向に動き始めている現状がございます。この傾向は

これからますます強くなっていくだろうか、それを今日は少し詳しくお話したいと思いま

す。 

 最初に長期の、長期と申しましても 10—15 年ぐらいの時間の幅で見たときに、アジアで

どのような傾向があるかを申し上げます。まず 21 世紀に入りまして、力のバランス(balance 

of power)が急速に変わってきています。これが第一です。 

 資料 1 の表を見ていただくとはっきりしております。左側の四つのコラムは世界の GDP

を示したもので、例えば 2000 年には世界の GDPは 32.7 兆ドルでした。それが 2018 年に

は 96 兆ドルくらいまで拡大するとあります。2000 年から 2018 年で世界の GDP は 3 倍ぐ

らいに拡大する。その中で、それぞれの地域、国の GDP がどのようになりそうかを IMF

が予測したものでございます。予測ですから、おそらく間違えますが、あまり気にするこ

とはありません。 

 むしろ見ていただきたいのは右のほうでございます。これは世界経済を100としますと、

それぞれの地域や国のシェアがどうなっているかを見ています。これを見ますと、直ちに

言えることが三つほどあります。一つは、G7 のところを見ていただきますと、1990 年も

2000 年も G7 の世界経済に占めるシェアが 65％から 66％、つまり世界経済の 3 分の 2 は

G7 で占めています。別の言い方をしますと、20 世紀の最後の 20 年ぐらいは G7 で決めた

ことが事実上、世界経済の運営にとても大きな影響を持ったということでございます。 

 ところが、この G7 のシェアが 21 世紀に入り着実に減っています。2010 年になりますと

大体 50％で、2018 年、3 年後には 45％ぐらいまで下がってくるだろう、これが一つ大き

なポイントです。どこが上がってくるかと言うと、新興国、途上国のシェアが上がってい

ます。いわゆる新興国の台頭、あるいは BRICS の台頭、これはそういうことを示していま

す。これが第一点です。 

 もう一つは、もう少し下の北アメリカと欧州連合（EU）を足していただきます。1990

年で 60.7％、2000 年で 59.8％、大体 60％を占めていたのが、2010 年になりますと 51.5％

に落ち、2018年には48.2％ぐらいまで落ちてきます。北アメリカと欧州の比重が下がって、

代わりにアジア太平洋が上がっています。アジア太平洋は 1990 年には 23％ぐらいでした

が、2018 年には 32.3％、世界経済の約 3 分の 1 近くを占めるようになってきます。 

 3 番目に、ではアジア太平洋の中でどこが重要な国かです。20 世紀の最後の時期には明

らかに日本が一番重要でございました。1990 年における日本の世界経済に占めるシェアは

14％、2000 年には 14.5％です。日本経済の世界経済に占めるシェアは、この 14～15％で

ピークに達していました。 



 それに対し、21 世紀に入りますと日本のシェアは急速に下がってまいりまして、代わり

に中国のシェアが急速に伸びてきています。2010 年になりますと 9％を超え、2018 年には

14％を超えています。つまり日本がピークに達したくらいのところまで、数年のうちに中

国は伸びてくる、これがいわゆる中国の台頭と言われることでございます。これだけを見

て明らかな通り、新興国が台頭し、アジア太平洋が世界経済の成長の一つの中心になり、

中国が台頭しています。その結果、世界的にも地域的にもパワーバランスが急速に 21 世紀

に入って変容しつつあります。 

 もう一つはグローバル化と都市化でます。まず、都市化について申し上げます。2000 年

の時点では東アジアの人口の約半分が都市人口でございまして、都市人口は 8 億人ぐらい

でした。それが 2030 年になりますとトータルの人口が 23 億 7000 万人ぐらいになって、

そのうちの 62％ぐらいが都市人口になります。つまり、都市人口が 14 億 7000 万人ぐらい

になり、人口の 3 分の 2 弱が都市に住むようになってきます。 

 ただし、パターンは国によって少し違います。中国、インドネシアという非常に人口の

大きいところは中国の場合で 61％、インドネシアの場合で 68％ぐらいが都市人口です。そ

れに対してフィリピンと韓国とマレーシアは人口の 4 分の 3 以上が都市人口になってきま

す。大陸部の東南アジアでは比較的都市化の進展が遅くて、2030 年になっても大体人口の

半分以上が農村に住むと予想されます。これが都市化のすう勢でございます。 

 次に、そういう中で経済成長が起こりますので、富裕層や中間層が拡大してきます。こ

こでは世帯の年収が 3 万 5000 ドル以上を富裕層と定義しております。2014 年の日本でこ

の富裕層はどのぐらいいるかと言うと、人口の約 75％と言われております。 

 したがって、日本の感覚で申しますと、人並みの生活をしている人たちがここで言う富

裕層だと受けとめていただきますと、これから 5 年後の 2020 年には中国で 1 億 8000 万人

ぐらいの富裕層が生まれてきます。インドの場合で 6700 万人、インドネシアで 1200 万人

ぐらいの富裕層が出てきます。ここには ASEAN の富裕層の規模を書いておりませんが、

ASEAN全体で 5000万人ぐらいの富裕層が生まれてくると今のところ予測されております。 

 ということは、ASEAN が 5000 万人、インドが 6700 万人、中国が 1 億 8000 万人とな

り、全部合わせますと 3 億人ぐらいの富裕層が中国、東南アジア、インドに生まれてきま

す。日本のマーケットの 3 倍ぐらいの富裕層のマーケットというものが出てくるというこ

とです。 

 ただ、そうは言いましても、国によって大変な違いがございます。ご参考までに、GDP

で見たときにどのぐらい規模の差があり、1 人当たりの GDP にもどのぐらいの差があり、

人口でどのぐらいの差があるかを示したものが資料 4 です。人口で申しますと、中国の人

口が 2014 年で大体 13 億 7000 万人弱、インドで 12億 6000 万人ぐらいです。それに対し

て ASEAN は 6 億 3000 万人ぐらいです。これが一つ大きな特徴で、ASEAN はインド、中

国の半分くらいの人口規模を持っています。 

 同時にもう一つ重要なことは、東南アジアの国は一人当たり GDP で見るとよくわかりま



すが、ひじょうに多様です。ブルネイが 4 万 1000 ドル、シンガポールは 5 万 8000 ドルぐ

らいです。シンガポールとカンボジアの 1 人当たり国民所得を比べると、50 倍ぐらいの差

があります。これが現在の状況でございます。 

 では、こういう中で、何が大きな課題になっているか。グローバル化の中で大変な額の

お金が国境を越えて移動します。例えば 1997 年、1998 年に起こりました東アジア経済危

機のようなことは、10 年に 1 回ぐらいはどこかで起こっています。そういう危機をいわば

常に意識しながらマクロ経済の安定を維持していくことが極めて重要な課題になっており

ます。 

 それから 2 番目です。先ほどのダイキンさんの講演で実際になにが起こっているか、お

話がありました。生産のプロセスがすでに国境を越えて、地域的に行われるようになって

います。生産のプロセスが細分化されて、いくつもの仕事に分解されて、それぞれの仕事

について一番比較優位のあるところで生産が行われるようになっているという現状です。 

 もう一つ、われわれは今、非常に大きな産業革命の最中にあります。例えばドイツでは

インダストリー4.0 などと言っており、実際に情報通信技術の革命的な進展を受けて、経済

のサービス化が急速に進展をしております。別の言い方をしますと、製造業におきまして

も最近のアジア経済研究所の研究などを見ますと、製造業で生み出される付加価値のほぼ 3

分の 1 はサービスで生み出されるようになっています。 

 その場合のサービスとは、アイデア、研究開発、金融、物流、保険などで、これがます

ます付加価値を生んでいるということです。このような仕事が国境を越えてアジアの中で

比較優位の原則にしたがって、配置されるようになっています。 

 その中で ASEAN と中国のおそらく一番重要な違いは、中国は過去 20 年くらいの間に付

加価値のスマイルカーブを上にあがってきた。新聞で読まれた方も多いのではないかと思

いますが、例えばアップルの iPod は日本の部品やアメリカで生まれたアイデアを使って、

最終的には中国で生産しています。中国で生産されて、それが日本やアメリカで売られて

います。 

 そこで得られる利益、付加価値が仕事に応じてどう分配されているかを見ますと、圧倒

的にアイデアや開発などのサービスのところで付加価値が取られていて、組み立てのよう

なところではほとんど付加価値は取られていません。中国が取っている付加価値は iPod の

場合には 6％だという議論が数年前に行われました。 

 では，実のところ、中国で生産された製品がアメリカに輸出されて、そこでどの国がど

のくらい付加価値を取っているか。これを計算してみると、2000 年時点で中国は 8 割ぐら

いの付加価値を取っておりましたが、2008 年から 2009 年になりますと、86％ぐらいの付

加価値を取っております。別の言い方をしますと、スマイルカーブで、中国は一番下の組

み立てのところから産業化あるいは工業化を始めました。次第に産業高度化で谷を上がっ

てきている、これが中国です。しかし、ASEAN の場合にはそうなっていない、これが中国

と ASEAN の大きな違いです。 



 つまり、国境を越えて生産のネットワークは広がっていますが、中国はあれだけの巨大

な国であれだけの経済の規模がありますので、結局中国政府の政策に応じて産業の高度化

が起こっています。それに対して東南アジアではなかなかそうはできなくて、それぞれの

企業が比較優位に応じて生産の最適配置を行っているという違いがあります。 

 先ほど 2020 年ぐらいになると約 3 億人の富裕層が出てきますと申しました。日本で言う

と 75％が富裕層と言いましたけれども、2030 年になったときに東南アジアが日本と同じく

らいの中間層を持つ社会になるかと言うと、そうはなりません。シンガポール、そして可

能性は小さいと思いますが、マレーシアを別にして、それ以外の全ての国では 2030 年にな

っても地域の格差もあれば都市と農村の格差もある、貧富の格差も残っています。つまり

中産階層あるいは富裕層は拡大するけれども、貧しいままに留まる人たちも人口の半分ぐ

らいは残っている、これがもう一つの大きなポイントでございます。 

 では、そのとき、なにがおこりそうか。資料 5 の下のほうだけ見ていただければと思い

ます。現地通貨でインフレの影響を排除して 1 人当たりの GDP が 1980 年から 2010 年ま

での 30 年間でどのくらい変わったかを見たものでございます。これで見る通り、中国の 1

人当たりの GDP は 13 倍に拡大しています。韓国の場合で 6 倍に拡大しております。 

 日本は経済的に停滞したと言われております。確かに停滞しているのですが、過去 30 年

で見ますと、それでも 1.7 倍ぐらいに拡大しています。東南アジアの場合にはインドネシア

が 2.6 倍、フィリピンが 1.3 倍、シンガポールが 3.5 倍、タイが 3.5 倍、それからベトナム

が 4.4 倍、1 人当たりの国民所得は拡大しています。 

 どういうことか。東南アジアに住んでいる圧倒的に多くの人たちは、過去 30 年間で飛躍

的な生活水準の向上を経験したということであります。そうしますと当然のことながら、

自分の生活は今年よりも来年、再来年のほうがよくなると思うし、自分の生活よりも子ど

もの生活はもっとよくなると、当然のこととして期待します。増大する期待の革命と言い

まして、これからもどんどん生活はよくなることを期待します。現実にはいろいろな格差

がございますが、同時に自分の生活はこれから 20 年、30 年はよくなる、自分の子どもの生

活はもっとよくなるはずだという期待があります。 

 それでは政治はどうするかと申しますと、このような期待に応えるために経済成長をや

らざるを得ません。経済成長をやるため、明日の経済成長のために投資するということが、

一つの政治の在り方になります。同時に、そうは言っても明日の成長よりも今日の格差是

正のほうが大事だと思う政治家もいますし、実際にはこちらのほうが選挙には勝ちやすい

かもしれません。 

 ということは、長期的には、経済を成長させ、格差を縮小して、みんなの生活をよくす

ることが望ましいにも関わらず、実際には明日の成長か今日のばらまきかという対立がこ

れからも続くということです。これが政治ではひじょうに重要になるということでござい

ます。 

 これまで述べてきたことをまとめて申します。一方では力のバランスが急速に変わって



きております。このバランスの変化にどう対応して、それぞれの国の安全保障を確保する

か、これは決定的に重要です。同時に国内の問題としては生産のネットワークがすでに地

域的に展開している中、自分の国にどのように投資を引きつけ、経済成長を達成し、国民

の生活をよくしていくか、これがもう一つ、非常に大きな課題になってきます。これが今

の東南アジアの二つの大きな課題だろうと考えております。 

 では実際、何が起こっているのか。時間があまりありませんので、ごく簡単に申し上げ

ます。中国が台頭するに従って二つのことが起こっております。一つは東シナ海における

尖閣諸島をめぐる日本と中国の対立と同様に、南シナ海ではご承知のように中国とベトナ

ム、フィリピン、それからマレーシア、ブルネイが領土問題を抱え、さらに排他的経済水

域の問題ではインドネシアも中国と対立しています。その意味で、このような領土問題を

中国と抱えている国では安全保障上、中国の脅威を非常に強く感じているということがご

ざいます。同時に経済のほうで申しますと、中国は圧倒的に大きな経済として、中国から

の投資あるいはインフラ整備の資金供与、あるいは中国への輸出が非常に大きな魅力を持

っています。 

 それに対して、アメリカは、20 世紀に比べますと経済的な重要性ははるかに落ちており

ますが、いまだにこの地域における安全保障の基本的な仕組みはアメリカを中心としてい

ます。日米同盟、米韓同盟、米豪同盟といったバイの安全保障関係でつくられた仕組みで

す。これはハブとスポークスの仕組みと言いますが、アメリカをハブにして、バイの安全

保障が扇のようにこの地域を覆っていて、これがこの地域の安全保障を維持しています。

これがこの地域の安全保障の基盤にございますので、中国から安全保障上の脅威が強く感

じられるようになればなるほど、アメリカ、さらにはアメリカと同盟関係にある日本、豪

州に対する期待が高まっていくということになります。 

 その中で、オバマ大統領は 2011 年に豪州で重要な演説をしておりまして、その中でリバ

ランシングということを言っております。アメリカはブッシュ政権の時代、9・11 以降、テ

ロとの戦争でイラクとアフガニスタンを占領し、この地域でずっと戦争をやりました。 

 この戦争を終えてアメリカ軍を撤退させることがオバマ大統領の大きな課題であったわ

けです。2011 年にオバマ大統領が言ったことは、アメリカとしてはこの中東における戦争

から撤兵し軍事費を削減していく。しかし、アジア太平洋における防衛、軍事的なプレゼ

ンスは維持する。これが一つ重要なポイントでございます。 

 その結果、実際問題として、それまでのアメリカの軍事力の配置は太平洋が 50 で大西洋

が 50 という軍事力の配置でおりました。これを、2012 年以降、2020 年に完成することに

なっていますが、太平洋に 60、大西洋に 40 と太平洋のほうにバランスを移す、これがリバ

ランシングです。そういうかたちで軍事力をこの地域で維持し、日本、ASEAN、豪州、イ

ンドなどに対する政治的な連携を強め、その上に TPP をつくっていく。これがオバマ政権

のやっていることでございます。これについてはいろいろなことを言いますが、大きい構

図は今のところ維持されております。 



 ということで、中国は、特に南シナ海の問題で力でもって現状変更をやろうとしていま

す。アメリカはこの地域に対する軍事的なプレゼンスを強めています。中国と領土問題、

主権の問題がある国は、日本、フィリピン、ベトナムなど、中国の脅威に対抗するために

アメリカとますます連携しようとします。 

 その結果、全体として、地域として協力していきましょうという協力ゲームよりも、バ

ランスをとって対応していこうという力の政治のほうが重要になってきています。 

 では、その中で、ASEAN にどういう意味があるか。一言で申しますと、ASEAN はテコ

だということです。これは最近亡くなりましたリー・クアンユー元シンガポール首相が常々

言っておられたことでございます。シンガポールは人口が全部合わせて 300 万人、非常に

小さな国です。したがって、シンガポール 1 国で発言しても、どの国も全く聞いてくれな

い。けれども、シンガポールが ASEAN10 カ国としてシンガポールの立場を表明すれば、

日本、中国、あるいは豪州も聞いてくれます。 

 仮に ASEAN だけではなく、ASEAN プラス 3、つまり ASEAN と日本、中国、韓国とい

う ASEAN プラス 3 として発言すれば、世界中どこも聞いてくれる。そこでシンガポール

の外交政策の重要な考え方は何かと言うと、テコであると。ASEAN あるいは ASEAN プラ

ス 3 をテコに使って、このことで自分の国の発言権を高めていく。これがシンガポールの

外交であると彼は常々言っておりました。実は同じことが ASEAN についても言えるとい

うことでございます。 

 つまり ASEAN が ASEAN として、例えば安全保障の問題について共同歩調を取ると、

フィリピンやベトナムが 1 国で言うよりもはるかに国際的に重みを持ちます。あるいは経

済的にも ASEAN が一つのまとまった経済圏、まとまった市場となれば、そのとき ASEAN

のマーケットとしての価値は、例えばシンガポールやフィリピンのマーケットよりもはる

かに大きなものとなります。 

 2015 年、今年の末に ASEAN 経済共同体と ASEAN 安全保障共同体ができることになっ

ております。そこで一番重要なことは、ASEAN をテコとして ASEAN のメンバーの国が自

国の安全保障と経済成長のために使う、これが基本的な狙いでございます。 

 それでは、東南アジアで何が起こっているのか。東南アジアの国々の対中政策を見ます

と、これは国によってかなり違いがございます。理由は非常に単純です。中国と領土問題

を持っているか持っていないかによって、外交政策は変わってきます。例えばタイは中国

とは国境を接しておりません。当然のことながら領土問題も抱えておりません。そうする

と主権、領土の問題でタイは全く中国を脅威と見なしません。それどころか安全保障の関

係で申しますと、タイはアメリカと同盟関係にございます。軍事的に中国から脅威を感じ

ないだけではなくて、アメリカと友好関係にあります。 

 経済を見ますと、バンコクとその周辺には日本企業を中心とする非常に大きな産業集積

がございます。ですから、中国との経済関係がこれからますます拡大しても、日本との関

係もまだ拡大していきますし、アメリカとの関係も拡大していきます。中国に対して経済



的に依存していくことを心配する必要はありません。つまり、タイは非常に恵まれた外交、

安全保障、国際経済の環境の中にいるわけです。それがある意味、タイが外界を心配する

ことなしに国内の政治の問題に関わっていられる大きな理由になっています。 

 それに対してベトナムは領土の問題で中国と非常に深刻な問題を抱えています。それど

ころか、1979 年には中国から軍事的に攻められた経験もあります。経済的にはベトナムは

ハノイ・ハイフォンの地域とサイゴンあるいはホーチミンの地域、この二つが非常に重要

な経済のセンターです。ハノイ・ハイフォンの経済センターは、中国との経済関係が拡大

していき、ひとつ間違うと広州経済圏の中に取り込まれていくかもしれません。これは安

全保障上、決して望ましいことではありません。 

 つまり、ベトナムにとっては、中国との関係をどうマネージするか、安全保障において

も経済においても非常に難しい問題になっています。ではどうするか。かつてアメリカは

ベトナムの最大の敵でしたが、いま現にベトナム共産党の書記長はワシントンにおります。

2 日前にオバマ大統領と会って、アメリカ政府も防御的な兵器の供給に同意しています。こ

のように、ベトナムは、ロシア、日本、アメリカ、あるいはインドとの関係を強化するこ

とによって明らかに力のバランスを取りますし、日本の企業に対してはベトナムへの進出

ということで非常に大きな期待があります。 

 ということで、東南アジアの国々の外交政策の基本的な方向を理解するには、三つの要

因を考えればよいと思います。中国との領土問題があるか。アメリカを中心とする安全保

障の仕組みを頼りにして、自分の国の安全保障政策をつくれるか。そして世界経済の中に

どのくらい統合されているか。こういうことで、それぞれの国の外交政策がずいぶん違っ

てくるということがございます。 

 もう一つ重要なことは、経済的なパフォーマンスがかなり違うということです。資料 6

ではご参考までに、インドネシア、マレーシア、フィリピン、タイの 4 カ国だけを取り上

げて、経済成長率が過去 18 年、どのようになっているのかを示します。申し上げたいこと

は極めて単純でございます。1987 年から 1996 年、ということは 1985 年にプラザ合意があ

って、1 ドルが 250 円から 1 ドル 120 円ぐらいまでポーンと上がり、そのときに、多くの

日本企業が東南アジアに生産拠点を移しました。そのときに一番恩恵を受けたのが、マレ

ーシアとタイでございます。1987 年から 1996 年にかけての平均の経済成長率は、マレー

シアが 9.1％、タイは 9.5％と、大変な高度経済成長を経験しました。これによってマレー

シアとタイは工業化しました。それに対して、インドネシアの成長はそこそこで 7％でした。 

 フィリピンは 1986 年に革命があって、インフラ投資などが非常に遅れました。ちょうど

そのころから日本の企業が東南アジアに進出します。フィリピンが一番混乱しているとき

に日本の企業の進出が始まりました。結局乗り遅れて、1987 年から 1996 年のフィリピン

の経済成長は 4％以下です。おそらく日本の当時の企業の方はタイとマレーシアは非常にい

い、インドネシアも悪くない、フィリピンは落第生だという感じになっていました。これ

が 1997 年、1998 年のアジア経済危機の前の ASEAN の４カ国の状況でございます。 



 では、2010 年以降、つまり世界金融危機以降どうなっているのかを見ますと、逆転して

おります。インドネシアは 6％少し成長しております。マレーシアはここでは 5％になって

おりますが、2012 年までしか正式な統計がなく、2013 年、2014 年を入れていません。ま

だ確定していない 2013 年、2014 年のデータを入れますと、明らかに 4％ぐらいまで下が

ってまいります。フィリピンは 6.3％ですが、6.5％をもう超えております。タイは 4％にな

っていますけれども、これに 2013 年、2014 年のデータを入れますと、2％ぐらいまで下が

ってまいります。 

 どういうことかと言いますと、東アジア経済危機の前の優等生二つが今は落第生になっ

て、当時の落第生だったフィリピンが一番よくなって、インドネシアはそれなりにやって

いる。これが 2010 年以降の状況ということでございます。どうしてそうなったのか。なか

なか難しい問題ですが、非常に単純に申します。経済構造の改革が成功した国ほどうまく

いっています。 

 フィリピンでは長期にわたる経済停滞の中で少しずつ改革をおこない、やっと花を開く

ようになっております。インドネシアはスハルト体制が崩壊するときに抜本的な改革をや

って、それがかなり効いています。ただ、そろそろそのモーメンタムが落ちてきています。 

 もう一つ申し上げたいことは、ASEAN 共同体とは何かということでございます。先ほど

ASEAN はテコですと申し上げました。では、ASEAN 経済共同体は何か。一言で申します

と、FTA プラスです。つまり 2015 年末までに先進 ASEAN の 6 カ国の関税削減はほぼ完

成して、99％は関税ゼロになります。ベトナム、ラオス、カンボジア、ミャンマーは 2018

年末までにおそらく 96％ぐらいが関税ゼロになります。これが一つ、ASEAN 経済共同体

で言われていることでございます。 

 ただし、非関税障壁のほうはほとんど進んでおりません。一つ例をあげると、広域のイ

ンフラができて、ホーチミンからカンボジア経由、バンコクまで高速道路ができています。

しかし、ベトナムからカンボジアに入るところ、カンボジアからタイに入るところの税関

は、いまだにかなり時間がかかります。ASEAN 経済共同体ができたからと言って、直ちに

よくなるわけではないということです。 

 では、FTA＋のプラスとはなにか。広域のインフラ整備の政治的なメカニズムができた

ことです。これに関連して重要なことは、バンコクから真っすぐ西に行きますと、アンダ

マン海に面したところにダウェーという小さい村があり、ここは非常にいい深海港になる

と言います。ここの開発について、かなり前からミャンマーとタイが日本に呼び掛けてお

り、日本政府もこれに参加すると言いました。このような広域のインフラをつくるための

政治的メカニズムができてきたことです。 

 それにも関わらず、安全保障、特に南シナ海の問題について、タイ、カンボジアのよう

に中国と領土問題を持っていない国は、南シナ海の問題で中国と事を構える気はありませ

ん。そうしますとこれについてはうまくまとまらないというのが ASEAN の状況でござい

ます。 



 では、その中で何が起こっているのか。まず大陸部では、タイは先ほど申しましたよう

に外交関係あるいは国際的な経済環境ということから言いますと、非常に恵まれた立場に

あります。特に重要なことは、中国がクンミンを起点に広域のインフラ建設をやっていて、

最終的には全部バンコクに集まってくるわけです。しかも中国が縦におりてきますと日本

は横に広域インフラをつくりますから、タイ政府が何もしなくてもバンコクが大陸部東南

アジアのハブになっていきます。これがタイの一番の強みでございます。政治的には漂流

しているけれども、経済的にはそれなりに成長する、これがタイの現状です。 

 これからの政治日程としては、もうすぐ軍の人事が行われ、その後憲法の制定をして選

挙、大体来年の 8—9 月に民政移管して、そこでどういう政権ができるかということが課題

になっております。ただし、わたしは楽観しておりません。現在のタイの政治は、ある意

味、二人のお化けがやっている政治です。一方では王様、一方ではタクシンさんがいて、

この 2 人が非常に大きな政治的な役割を果たしておりますが、この 2 人は表に出てきませ

ん。この 2 人の意を体していろいろな人が政治をやっている。そのため、どちらかがいな

くなるまで、漂流するだろうと思います。 

 ミャンマーは、今年の 11 月に選挙がございます。ただそ、憲法の改正なしに選挙をやり

ます。どういう結果になるかはわかりませんが、下馬評ではアウン・サン・スー・チーの

National League for Democracy がかなりの勝利をするだろうといわれております。そのと

きに彼女が大統領になれないと、そこで何かまた問題が起こるかもしれないということで

す。 

 ベトナムは先ほど申しましたが、経済の中心はハノイ・ハイフォンの地域とサイゴンの

地域にあります。この二つの地域の均衡ある発展というのがベトナムにとっては極めて重

要ですが、そうは言ってもハノイ・ハイフォンの地域が発展して、中国との事実上の経済

統合が進んでいくことは安全保障上、大きな問題です。このバランスをどう取るかがベト

ナムの重要な課題になっております。ベトナムも来年、党大会が行われ、国会が招集され、

新しい内閣が決まります。 

 このように、タイ、ミャンマー、ベトナムでは今年の秋から来年の秋にかけて、新しい

政治の陣容が決まります。私としてはそれほど大きな政治的変化は予想しておりませんが、

その中で少し経済政策あるいは安全保障政策に変化が出てくるかもしれないということで

す。 

 それに対してインドネシアはすでに昨年新政権ができました。新しい政権は製造業振興、

資源加工輸出、つまり、資源をそのまま輸出するのではなく加工して輸出する、それから

海洋国家、この三つを大きく打ち出しております。しかし、大統領は、地方政治家として

市長をやり、ジャカルタの知事をやってきた人で、国政の経験がありません。特に外交、

安全保障政策の経験がなく、予想したよりも学習に時間がかかっています。私もジョコ・

ウィドド大統領とは 3 回会いましたが、いまだに外国人に丁々発止で対応することに慣れ

ていない、その意味で学習中だという私の印象でございます。次の選挙は 2019 年で、大統



領からしますと、それまでに重要なインフラなどが全て整備され、選挙のときに全部自分

がやったと言いたいわけです。インフラ整備については、そのため、それに向けて日本と

中国がかなり厳しく競争している現状です。 

 最後にフィリピンは非常に調子がいい。一言で申しますと、海外からの送金がフィリピ

ンの 1 人当たり国民所得を 1000 ドルぐらい上げている。これが理由です。現在のアキノ大

統領はフィリピン独立以来、おそらく一番すぐれた大統領だと思いますが、来年は大統領

選挙です。フィリピンでは再選は禁じられておりますので、来年新しい大統領になります。

その先どうなるかはよくわからないということでございます。 

 ということでまとめますと、東南アジアの国々は力のバランスをどう維持するかが重要

になっており、日本にもバランシングが期待されています。同時に全ての国にとって経済

成長が課題ですので、経済協力も期待されています。では、日本の財産はなにか。私は信

頼だろうと思っております。つまり中国は脅威と見られている中で、日本は妙なことはし

ない。日本のビジネスがイエスと言うと本当にイエスで、後になってやめたと言うことは

ない、政府もビジネスも裏切られる心配がない、その意味で頼れる、ということです。 

 それを踏まえ、ASEAN の統一を支持し、ASEAN の統合を支援していく、これが ASEAN

に対する日本の基本的な政策になっております。今の日本と東南アジアの国々との関係は、

これから危機に陥る心配はあまりありません。それぞれの国の政治、経済、安全保障の状

況を丁寧に見ながら、また、大陸部と島しょ部で事情がかなり違うことをよく踏まえた上

で、ASEAN の国々との経済協力、安全保障協力、政治協力を進めていくことが重要だろう

と考えております。 

 


